
アクション・プランを実現するための提案（ハローワーク移管）

提 案 1 の 内 容

＜基本的な考え方＞

○ 当面、ハローワーク機能の一部移管を求め、段階的に１か所のハローワークの全面移管を

進める。

○ 一部移管については、県が設置する若年者就職支援施設「フレッシュワーク長崎」に「ヤン

グハローワーク」等の若年者支援機能を移管し、若年者の就職支援のための真のワンストッ

プ・サービス・センターとして一体的実施を図る。

「ながさき若者ジョブステーション（仮称）」の創設

○ 一部移管で得られた実績やノウハウを活かし、ハローワーク長崎を全面的に移管し、求職

者の就労支援を総合的に実施する。（その後、県下全域ハローワークの移管を目指す。）

具 体 的 な 提 案 の 内 容

「ハローワーク長崎」の附属機関である「ヤングハローワーク」、「新卒応援ハローワー

ク」、「学生就職支援コーナー」を県に移管することにより、職業紹介機能と「フレッシュ

ワーク長崎」のカウンセリング機能を一体的に運営する。また、「ハローワーク長崎」の職

業訓練の受講指示や助成金等の支給事務も行うこととにより、若者の「相談から訓練、

長 崎 県

業訓練の受講指示や助成金等の支給事務も行うこととにより、若者の「相談から訓練、
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ﾌﾚｯｼｭﾜｰｸ長崎

カウンセリング

職適診断

求人情報提供

概ね４０歳未満

セミナー開催

ヤングハローワーク

概ね４０歳未満

職業相談

職業紹介

求人情報提供

新卒応援ハローワーク

新卒者・既卒者

職業相談

職業紹介

求人情報提供

セミナー開催

学生就職支援ｺｰﾅｰ

高校生

職業相談

職業紹介

求人情報提供

職業訓練受講指示

助成金等支給事務

ﾊﾛｰﾜｰｸ長崎
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現状の課題及び移管による効果

「フレッシュワーク長崎」に「ヤングハロー
ワーク（新卒者応援ハローワーク）」が併設さ
れているが、ワンストップ・サービスの機能が
十分ではない。また、支援の重複が見られる。

・キャリアカウンセラーと相談しながら、具

体的な職業紹介が受けられない。

・カウンセリングの状況や職業紹介の結果

等の情報共有がなされていない

・それぞれの施設で利用者登録が必要で

ある など

○「フレッシュワーク長崎」に「ヤングハロー

ワーク」等を移管することにより、若者に対

する就労支援のワンストップ・サービスが

提供でき、利便性の向上を図ることができ

る。

○「フレッシュワーク長崎」と「ヤングハロー

ワーク等がそれぞれ実施している求人情

報の提供やセミナー開催について、重複が

解消され、効率的な事業展開が図られる。

ハローワークの職業紹介に県の産業振興
施策の情報活用が十分なされていない。

企業誘致情報を踏まえた前倒しの採用や
在職中の就労者のＵＩターンの支援などによ
り、産業振興の担い手が効率的に確保でき
る。

地域の企業ニーズや求職者の就職ニーズ
に即した人材育成の連携の強化が望まれる。

ミスマッチ情報の把握を通じて、職業訓練
施設や学校との緊密な連携により、効果的

課 題 効 果

に即した人材育成の連携の強化が望まれる。 施設や学校との緊密な連携により、効果的
な職業訓練やキャリア教育の充実が図られ
る。
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提 案 ２ の 内 容

＜基本的な考え方＞

○ 県の女性、障害者等の支援施設である「こども・女性・障害者支援センター」に、ハローワー

クの職業相談・職業紹介部門を併設し、女性、障害者の生活面と就労面の支援を一体的に

行うことにより、女性や障害者の自立を促進する。

「女性・障害者サポートセンター（仮称）」の併設

具 体 的 な 提 案 の 内 容

県が設置する「こども・女性・障害者支援センター」に、国において職業相談員等の配

置や求人情報等システムの整備を行い、職業相談や職業紹介などのハローワーク機能

を持つ「女性・障害者サポートセンター（仮称）」を併設する。

こども・女性支援

・児童相談
・女性相談 等

ハローワークの職業相談・職業紹介
部門を併設

・子育てしながらの就職や他業種からの再
就職等、児童指導員や保育士等と連携した
支援

【長崎県】
こども・女性・障害者支援センター

【国】
女性・障害者サポートセンター（仮称）

障害者支援

・生活相談・支援
・精神保健福祉相談 等

支援

・保健師、理学療法士、精神科医等と連携し、
各障害に対応した支援

○職業相談員等の配置
○求人情報等システムの整備

現状の課題及び一体的実施による効果

法定雇用率未達成企業が４割にのぼるな
ど就職困難な障害者や、女性の雇用支援を
進める必要がある。

○県が実施する女性・障害者の生活相談等

の業務とハローワークが行う職業相談、職

業紹介業務を一体的に実施することによ

り、女性や障害者の就職による自立促進

が図られる。

課 題 効 果

併 設
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女 性 ・ 障 害 者 の 自 立 促 進



提 案 ３ の 内 容

＜基本的な考え方＞

○ 離島・半島地域の就労支援を強化するため、現在、県が当該地域で実施している巡回相

談サービスの仕組みに、国の職業紹介機能を付加して、より実効性のある巡回相談を実施

する。

具 体 的 な 提 案 の 内 容

国の「地域共同就職支援センター」と県の「長崎県再就職支援センター」が、職業紹介
と県の就職施策をワンストップで提供する拠点である「ふるさとハローワーク」を設置して
おり、「地域共同就職支援センター」に配置する職業相談員を増員、派遣し、「再就職支
援センター」が実施している離島・半島地域における巡回相談を一体となって実施する。

・就職相談
・研修

ふるさとハローワーク

・職業相談
・職業紹介

【長崎県】
長崎県再就職支援センター

【国】
地域共同就職支援センター

現状の課題及び一体的実施による効果

雇用情勢が厳しく、人材の県外流出が高い
離島・半島地域において強力な雇用対策が
必要である。

○県が実施する離島・半島地域における巡
回相談に、ハローワークが持つ職業紹介機
能を付加することにより、当地域の職業安定
サービスの向上が図られる。

課 題 効 果

・研修

○離島・半島地域における
巡回相談

・職業紹介

○職業相談員の増員派 遣

- 4 -

巡回相談のハローワークとの一体的実施
《離島・半島地域における就労支援サービスの向上》



移 管 に 必 要 な 措 置

○ 移管に伴う事務・事業に必要な人員及び財源の措置が移管に当たっての不可欠な前提

移 管 の ス ケ ジ ュ ー ル

STEP1

STEP2

STEP3

○ 「ハローワーク長崎」の附属機関である「ヤングハローワーク」、「新卒者
応援ハローワーク」、「学生就職支援コーナー」 の移管（提案１）

○女性・障害者の雇用対策の国・県の一体的実施（提案２）
○離島・半島地域における雇用対策の国・県の一体的実施（提案３）

○ 「ハローワーク長崎」の全面移管（概ね３年以内）

○ 県下全ハローワークの移管
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